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◎ 木質バイオマス関連情報

┗━━━━━━━━━━━━━┛

■明和工業（株）（石川）、次世代型バイオマスボイラ「インギラートゆわく」を発売。操

作の簡易化、無煙化や省エネを実現。温水ボイラで横型と縦型の 2機種があり、薪、チッ

プ、籾殻や竹など様々な原料に対応【農機新聞：2015/09/22】
http://www.shin-norin.co.jp/?p=3869

■（株）エジソンパワー（東京）、オーストリア農林大臣アンドレー・ルップレヒター氏立

会いのもと、Güssing Renewable Energy GmbH（以下 GRE社）（オーストリア）と調印

式を東京都内ホテルで実施（11月 6日）。再生可能エネルギーによる地方創生を成功させた

自治体として世界的に知られるギュッシングで導入されたバイオガス発電技術とエネルギ

ー林業を「ギュッシングモデル」として包括的に日本に導入するための調印式。同社は GRE
社と 2014年にバイオガス発電技術ライセンス契約を締結。今秋国内 1号機の設置が茨城県

大子町に決定したことを受け、両社は発電技術のみならずエネルギー林業分野においても

包括的パートナーとして協力する【同社：2015/11/06】
http://www.edisonpower.co.jp/news/

■自民党プロジェクトチーム（PT）幹部、温室効果ガス削減を目的とした森林活用対策の

財源として年間約 1千億円が必要との認識を示し、新税創設が望ましいとの考えを明らか

に。間伐などにより機能が維持された森林による CO2吸収量を国の温室効果ガス削減量に

算入することが認められており、日本は 20年度までの暫定削減目標 3.8%のうち 2.8%以上、

30年度の削減目標 26％のうち 2%相当を森林の活用で達成するとしているが財源不足の懸

念があるため、林野庁や環境省から要望が出ていた。PTは月内に正式な方針をまとめ、党

税制調査会での審議に臨む【電気新聞：2015/11/06】
http://www.shimbun.denki.or.jp/news/energy/20151106_01.html

■農水省、「森林資源の循環利用に関する意識・意向調査」（全国調査）を農林水産情報交

流ネットワーク事業の林業者モニター、流通加工業者モニター（木材関係）及び消費者モ

ニターを対象に実施し、結果を公表。そのうち木質バイオマスの利活用で今後取り組むべ

き方策については、「燃やして発電する、又はボイラで熱を利用するなどのエネルギー源と

しての利活用の推進」との回答が 74.1％と最も高く、次いで「紙や木質ボードの原料とし
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ての利活用の推進」（71.1％）、「細かくして堆肥や家畜の飼育舎に敷く材料としての利活用

の推進」（65.6％）の順であった【同省：2015/11/09】
http://www.maff.go.jp/j/finding/mind/

■フランス環境・持続可能開発・エネルギー省（MEDDE）は、再生可能エネルギーである

バイオマス発電の推進のため、海外フランス領の島嶼等でバガスを燃料として発電する施

設への奨励金を改定すると発表。2015年 10月 18日に署名された省令により、現行のバガ

ス 13ユーロ/tの奨励金が 14.5ユーロ/tに引上げられる。2015年収穫分から適用、既存の

バガス発電所に支払われる【EICネット：2015/11/09】
http://www.eic.or.jp/news/?act=view&serial=35738&oversea=1

■茨城県大子町、同町で計画されているバイオマス発電事業についての住民説明会を開催

（11月 2日）、115人が出席。同町は今年 9月 1日に（株）エジソンパワー（東京）と立地

協定を結び、FIT制度に基づくバイオマス発電事業（1.1MW）および熱供給事業（1.2MW）

を行う計画となっている。説明会では町長が経過報告と今後の予定について話し、エジソ

ンパワーが原料となる間伐材等の供給体制、環境対策、来年 3月に造成・基礎工事に着手

し同 10月に試運転、12月に売電開始とするスケジュールを説明。住民からは木材や飛灰の

放射能問題についての質問が相次いだ【OSR No.204、明日の塙を考える会（ブログ）：

2015/11/11】
http://blog.livedoor.jp/gumbo2004-2014/archives/1044797579.html

■日本経団連、日本商工会議所、経済同友会、電気事業連合会等産業界 170団体は、11月
10日までに森林活用（森林吸収源）対策の財源を、新税や地球温暖化対策税（温対税）の

使途拡大で賄うことに反対する声明を発表。温対税については本来省エネルギー対策に充

てる同税を他の用途に使うのは適当でなく、受益と負担の関係を損なうことなどを理由に

挙げた。一方、新たな税負担は企業の設備投資意欲や競争力をそぎ、国内での事業継続を

さらに困難にさせると強調【電気新聞：2015/11/11】
http://www.shimbun.denki.or.jp/news/energy/20151111_01.html

■燃料需要が高まる大分県の県北部流域林業推進協議会が、別杵速見森林組合の木材加工

所内にバイオマス発電用の未利用材を専門に扱う原木市場開設へ。県北部は木材の生産量

が少なく、各森林組合が単独で未利用材を収集しても手間やコストに見合う販売価格を見

込めないことから、東国東郡、西高、別杵速見、宇佐地区の各森林組合などから集荷し、

燃料チップ業者が入札する仕組みをつくる。隔月の開催で、集荷量は毎回 500㎥を計画。

11月 30日開所式【大分合同新聞：2015/11/13】
https://www.oita-press.co.jp/1010000000/2015/11/13/223205042
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■中越パルプ工業（株）（東京）、鹿児島県薩摩川内市の川内工場内に建設した木質バイオ

マス発電設備の竣工式を実施（11月 13日）。2014年 3月から建設を進め、今年 11月 1日
から運開（売電）していた。発電出力は 23,700kW【同市、薩摩川内市次世代エネルギーウ

ェブサイト：2015/11/13】
http://www.city.satsumasendai.lg.jp/www/contents/1447412096892/index.html
http://jisedai-energy-satsumasendai.jp/information/6772/

■NEDO、「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業／地域自立システム化実

証事業／事業性評価（FS）」に係る委託予定先（第二回公募分）5件を決定し、公表。事業

期間は平成 27年度～平成 32年度の予定【NEDO：2015/11/16】
http://www.nedo.go.jp/koubo/FF3_100146.html

■（株）鶴岡バイオマス（山形県鶴岡市）が整備した木質バイオマス発電所、11月 16日に

火入れ式を実施。同社は（株）トーセン（栃木）と温海町、出羽庄内、北庄内の 3森林組

合などが出資して設立。同市下山添の庄内南工業団地内の敷地約 1.4haにチップ工場、発

電施設を構えている。庄内産を中心とする県産材約 4万 t/年をチップ化して使用する見込

みで発電量は 1,995kW/h、FITを活用し東北電力に売電する。試運転を経て、12月下旬本

格稼働の予定【山形新聞：2015/11/17】
http://yamagata-np.jp/news/201511/17/kj_2015111700348.php

■パラオ共和国コロール州のアダチ・ヨシタカ知事ら視察団が宮城県南三陸町で 10月に稼

働したバイオガス施設「南三陸 BIO（ビオ）」を視察。生ごみを粉砕し、メタン菌で発酵さ

せて液肥を生み出す工程を確認。ごみの回収や衛生管理の方法を施設管理者に尋ねた。同

共和国は廃棄物の埋め立て処理場が逼迫して衛生状態が悪化。南三陸町と提携する環境コ

ンサルタントのアミタホールディングス（株）（京都）が環境省委託事業として 2013年か

ら同国で廃棄物の固形燃料化やバイオガス事業の実証実験を行っている【河北新報：

2015/11/17】
http://www.kahoku.co.jp/tohokunews/201511/20151117_13038.html

■FX・ネット証券事業を展開する（株）ISホールディングス（東京）（以下「ISHD」）、
産業用送風機の製造・メンテナンスを手掛ける朝日機工（株）（大阪）の全株式を取得して

同社を子会社化。同社は新規事業として環境・エネルギー分野に着目し、小水力発電やバ

イオマス発電の事業化に取り組んでおり、朝日機工のノウハウを発電設備のタービン技術

に応用し、発電事業の展開を加速したい考え。将来的には発電事業を手掛ける他の事業者

への販売も視野に入れており、この分野でのシェア拡大を目指す【Value Press!：
2015/11/17】
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https://www.value-press.com/pressrelease/152342

■経産省、電力会社に対し 2030年時点で原子力発電と再生可能エネルギーの電力量に占め

る比率 44％以上の義務化検討へ。エネルギー供給構造高度化法の目標として掲げ、電力会

社に達成計画の作成を求める。30年度の望ましい電源構成（ベストミックス）の実現を確

実にするのが狙い【日本経済新聞：2015/11/18】
http://www.nikkei.com/article/DGXLASFS18H2M_Y5A111C1EAF000/

■まちづくり会社のパワフルジャパン宮城（宮城県亘理町）などが来秋にも同町で未利用

の津波浸水区域を復興に生かすバイオマス発電事業に着手。東日本大震災の津波浸水区域

で育てた牧草や、イチゴ栽培団地で集めた枝葉を活用。植物を発酵して出たガスを燃やし

て発電する。ガスの一部はイチゴの温室栽培の熱源に使うほか、収益の一部を町の特産品

の販路開拓事業に充てる【日本経済新聞：2015/11/19】
http://www.nikkei.com/article/DGXLZO94156120Y5A111C1L01000/?ct=ga

■自民党環境部会と環境・温暖化対策調査会の合同会議、環境省の 2016年度税制改正要望

案を了承（11月 18日）。主に温室効果ガス削減への森林活用対策に充てるため環境省が要

望している新税「森里川海協力資金制度」や、「地球温暖化対策税（温対税）」の税率を 16
年 4月から引き上げることについても異論は出なかった。環境部会会長は会議後、党内で

浮上している森林活用対策を目的とする新税と、環境省が要望している新税は「同じもの」

との認識を示し「財源確保へしっかりと要望する」と強調【電気新聞：2015/11/19】
http://www.shimbun.denki.or.jp/news/energy/20151119_03.html

■宮の郷木質バイオマス発電所と宮の郷木質チップ製造工場（共に茨城県常陸太田市）が

11月 19日に合同落成式を実施。両施設は県内の林業振興や森林整備促進などを目的にして

おり、県内産を中心に年間約 8万 5,000tのスギやヒノキなど未利用材を受け入れ、約 6万
3,000tのチップに加工、一般家庭約 1万 2,000世帯分に相当する電力を発電する。発電所

は日立造船（株）（大阪）が、チップ製造工場は同社を含む宮の郷バイオマス有限責任事業

組合がそれぞれ建設し、11月 4日より操業【STACKNEWS：2015/11/20】
http://stacknews.net/news/www.yomiuri.co.jp/local/ibaraki/news/20151119-OYTNT5036
9.html

■福井県総合グリーンセンター（福井）、重い木材の軽トラへの積み込みを楽にする簡易林

業機械「軽トラック用ウインチキット」の実証試験を福井県越前町の山林で実施。ウイン

チキットは高さ約 125cm、幅約 50cm の鉄製器具で、軽トラの荷台に装着して使う。長さ約

120cm の簡易クレーンが付いており、ポータブルウインチの動力で木材を積み込む。同セン
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ターは 8月に学識者や林業関係者、林業機械を扱う民間業者らによる産学官の開発研究会

を発足し、開発を進めてきた。この日の試験で大きな問題はなく、大野市の木質バイオマ

ス発電所が稼働する来春の実用化を目指す【福井新聞：2015/11/25】
http://www.fukuishimbun.co.jp/localnews/economics/84335.html

■（一社）新エネルギー導入促進協議会「再生可能エネルギー熱利用加速化支援対策費補

助金」及び「独立型再生可能エネルギー発電システム等対策費補助金」の導入事例集を作

成し、公表【同協議会：2015/11/25】
http://www.nepc.or.jp/

■三菱 UFJ総研リサーチ＆コンサルティング（株）（東京）、資源エネ庁の平成 27年度新

エネルギー等導入促進基礎調査事業の「熱需給の実態等に関する包括調査（契約金額：

224,948,000円[税込]）」と「持続可能なバイオマス発電のあり方に係る調査（同：12,420,000
円[税込]」を入札。前者は日本のエネルギー政策は電気偏重で、熱利用の取り組みを加速

すべきだとの意見が根強いことなどを背景にした事業。後者はバイオマスに特化し、長期

にわたって安定的に低コストで発電する自立電源にするための基盤構築に必要な施策を明

らかにするというもの【OSR No.206:2015/11/25、資源エネ庁】

http://www.enecho.meti.go.jp/appli/conclusion/ippankyousou_itaku/2015/10.html
http://www.enecho.meti.go.jp/appli/conclusion/nyusatsukekka/pdf/1510/151022a.pdf

■原子力発電所の再稼働を懸念する滋賀県が中長期の実行計画をまとめた「しがエネルギ

ービジョン」の素案を公表。2013年に策定した「滋賀県再生可能エネルギー振興戦略プラ

ン」を改定し、再生可能エネルギーの導入を加速させる狙い。素案では「原子力に依存し

ない社会」を早期に実現させるため、2030年度の電力自給率を再生可能エネルギーとコー

ジェネで 30％以上高める目標を掲げている。県民からパブリックコメントを募集した上で

2016年 3月までに内容を確定する予定【スマートジャパン：2015/11/25、滋賀県】

http://www.itmedia.co.jp/smartjapan/articles/1511/25/news045.html
http://www.pref.shiga.lg.jp/f/eneshin/20150804konwakai.html

■熊本県水俣市の木質バイオマス発電所誘致計画が頓挫。誘致は水俣病特別措置法に基づ

く地域振興策で、市が計画。8社程度が参加予定だったが昨年 12月に三菱地所（東京）が

事業の採算性を理由に出資を辞退。別の数社も再生可能エネルギーの買取り制の先行きが

不透明等の理由で参加を見送った。今年 2月に発電規模を 6,500kWから 2,000kW程度に

し、建設費も約 30 億円から約 20 億円に圧縮したが、事業会社の中核になるはずだった鹿

児島県の林業会社が金融機関から事業の融資を受けられず、頓挫。市長は「誘致を進める

のか、別の再生エネ産業の誘致を進めるのか、慎重に判断したい」としている【くまにち



6

コム：2015/11/26】
http://kumanichi.com/news/local/main/20151126002.xhtml

■資源エネ庁、固定価格買取制度に係る平成 27年度中の設備認定について、注意喚起。平

成 27年度中に認定または変更認定を希望する場合は、12月 28日までに到着するよう申請

書類提出要【同庁：2015/11/27】
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/

■資源エネ庁、電力システム改革の一環として 2016年 4月 1日より実施する小売り全面自

由化に伴う再生可能エネルギー特別措置法施行規則等の改正に関する説明会（11/25）の配

布資料をウェブサイトに掲載【同庁：2015/11/27】
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/

■前田建設工業（株）（東京）が“脱請負事業”の柱の１つとして進めている再生可能エネ

ルギープロジェクトが、事業費ベースで約 980億円に達する見通し。稼働を開始している

複数の太陽光発電に加え、バイオマスや洋上風力等による発電事業も計画中で、発電規模

は合計 241.5MW。東北地方で計画している木質系バイオマス発電では 110MW、事業費約

300億円になる見通し【建設通信新聞：2015/11/27】
https://www.kensetsunews.com/?p=56416

■新潟県三条市・保内工業団地のバイオマス発電所建設に向けてプロジェクトを進める三

条市、SGET発電グリーン三条合同会社、グリーン・サーマル（株）、グリーン発電三条

O&M（株）の 4者が環境に配慮した地域づくりの推進や地域の産業振興で協定を締結（11
月 27日）。2016年 10月の着工、2017年 11月の営業運転開始を予定。出力は 6,250kW、

東北電力に売電。事業費は約 60億円【ケンオー・ドットコム：2015/11/27】
http://www.kenoh.com/2015/11/27_agreement.html

■丸紅（株）（東京）、100%子会社の丸紅新電力（株）を通じて 2016年 4月 1日より家庭・

小規模事業者等の低圧需要家向け電力小売サービスを開始するにあたり専用 WEBサイト

を開設。丸紅新電力の特長の一つとして、再生可能エネルギー事業を掲げている【同社：

2015/11/27】
http://www.marubeni.co.jp/news/2015/release/00053.html

■環境省、平成 27年度二国間クレジット制度を利用したプロジェクト設備補助事業二次公

募において、パシフィックコンサルタンツ(株)（東京）のエチオピアにおける「フローリ

ング工場へのバイオマス・コージェネレーションシステムの導入」を採択。想定される CO2
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削減量は 7,940t/年。同国における JCM支援事業の実施は 2013年 5月の署名以来、初めて

【環境ビジネスオンライン：2015/11/30、同省報道発表資料：2015/11/26】
http://www.kankyo-business.jp/news/011734.php
http://www.env.go.jp/press/101695.html

■フランス環境・持続可能開発・エネルギー省、森林資源の持続可能な管理と再生可能エ

ネルギーへの活用を推進する助成事業「DYNAMIC Bois」の初回募集で 24団体を選定。選

ばれたプロジェクトには、環境・エネルギー管理庁（ADEME）の熱基金から総額 3,500万

ユーロが提供される。これらのプロジェクトによって増加する木材資源の半分は燃料とし

て熱基金が支援する木材ボイラに供給される。2016年初めに第 2回募集実施の発表を行う

予定【EICネット：2015/11/30】
http://www.eic.or.jp/news/?act=view&serial=35881&oversea=1

■兵庫県の丹波市役所、薪ストーブを設置し、11月 30日火入れ式。燃料には市内の間伐材

や昨年の豪雨で出た流木を利用。市によると、市役所などへの薪専用ストーブ導入は県内

自治体初【神戸新聞 NEXT：2015/12/01】
http://www.kobe-np.co.jp/news/tanba/201512/0008609178.shtml

■福島県、木材を発酵させてメタンガスを抽出し、エネルギーとして活用する新技術の実

用化に向けた国内初の実証事業実施へ。新技術は国立研究開発法人森林総合研究所（茨城）

が開発。木材に放射性物質が付着していても抽出されるメタンガスには放射性物質は含ま

れないため、実用化されれば原発事故で被災した双葉郡を中心に林業再生の加速化が期待

される。事業費約 1億 6千万円を 12月補正予算案に計上。事業は「福島・国際研究産業都

市（イノベーション・コースト）構想」に盛り込まれ、県が同研究所と連携し実証プラン

トの設計に取り掛かる。プラントの建設地や実証期間は未定【福島民友：2015/12/01】
http://www.minyu-net.com/news/news/FM20151201-032076.php

■ミドリムシを原料とするバイオ燃料を研究している（株）ユーグレナ（東京）と横浜市、

千代田化工建設（株）（神奈川）、伊藤忠エネクス（株）（東京）、いすゞ自動車（株）（東京）、

ANA（全日本空輸[株]）（東京）が共同で記者会見を行ない、2020年に向けた国産バイオジ

ェット・バイオディーゼル燃料の実用化計画を発表（12月 1日）。横浜市鶴見区の京浜工業

地帯にある旭硝子京浜工場内に実証プラントを建設、年間 125kℓのバイオ燃料製造を目指

し、2020年に航空機の有償フライトとバスの公道走行を目標とする。2016年夏に着工し

2017年に竣工、2018年前半に稼働予定。ユーグレナの投資額は 30億円[トラベルウォッチ：

2015/12/02]
http://travel.watch.impress.co.jp/docs/news/20151202_733215.html
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■埼玉県秩父市、昨年 3月の火災後から運転を休止しているちちぶバイオマス元気村発電

所の運転再開を断念。同発電所は市営野外学習施設「吉田元気村」内にあり、国内初の実

用機として 2007年 1月に本格稼働を開始。出力は 115kWで主に同村の施設に電力を供給。

全国的にも注目され、昨年度までに大学や企業から 12,400人の視察を受け入れてきた。市

によると休止前の発電所の運営費は年間約 4,000万円。このうち人件費等 2,000～3,000万

円は国の補助金で賄ってきたが交付期限があり、運転を再開すると切り詰めても 3,000万

円以上となる運営費が全額市の負担になるため、最終的に再開断念を決意【東京新聞：

2015/12/02】
http://www.tokyo-np.co.jp/article/saitama/list/201512/CK2015120202000173.html

■（独法）国際協力機構（JICA）と国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）は

JAXAの陸域観測技術衛星 2号「だいち 2号」（ALOS-2）を用いて熱帯林の伐採・減少の

状況をモニタリングする新たな「森林変化検出システム」の構築を中心とした、世界の熱

帯林保全に貢献する「森林ガバナンス改善イニシアティブ」をフランス・パリで開催の第

21回気候変動枠組条約締約国会議のジャパン・パビリオンにおいて発表（12月 1日）。「だ

いち 2号」は天候や昼夜に関わらず観測でき、世界中からアクセス可能になるため、長期

的に森林減少を抑制し、気候変動の有効な対策になるとして期待【JAXA：2015/12/02】
http://www.eorc.jaxa.jp/news/2015/nw151202.html

■自民・公明両党の税制調査会、太陽光発電の普及が進んだとして太陽光発電事業者への

減税措置を今年度で打ち切る方針を決定。国の想定を超えて導入が進み電力会社の買い取

りにかかる費用が電気料金に上乗せされる形で国民負担が増しているとして、経産省が買

い取りの見直しを進めていた。その他の再生可能エネルギーによる発電、および太陽光発

電であっても事業者がみずから消費する目的で設備を導入した場合は新たに減税の対象と

する方針で来年度の税制改正大綱に盛り込む予定【NHK NEWS WEB：2015/12/03】
http://www3.nhk.or.jp/news/html/20151203/k10010327611000.html

■売電事業などを手掛ける（有）ケンテックスジャパン（広島）、ススキを燃料にバイオマ

ス発電の実証実験へ。海外品種のススキをバイオマス発電の燃料として販売する事業に乗

り出すにあたって、まず自社で実証実験を行う。全国で不足が懸念されている木質チップ

の代替燃料としてススキのニーズを見込む【中国新聞α：2015/12/04】
https://www.chugoku-np.co.jp/local/news/article.php?comment_id=204595&comment_s
ub_id=0&category_id=113

※ OSR・・・オンサイト・レポートの略


